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都市における空間規則性の 1つとして，大都市の産業が小都市の産業を部分集合として含むという都市の階
層原理が挙げられる (e.g., Christaller, Lösch)．現実の都市で観察される規則性を満たす立地モデルは，地域都
市政策を分析する定量モデル開発の最低要件である．しかし階層原理を再現するモデルの条件は未解明である．
本研究では，近年の理論研究から，以下の条件を満たすモデルならば階層原理を再現しうるという仮説を示す：
1)空間距離に依存する分散力の存在，2)産業ごとに異なる空間スケールの設定，3)産業間の集積力の存在．そ
してこの仮説を証明する．具体的には高山・赤松 (2011)の企業間の空間競争を考慮した Social Interactionモ
デルを多産業に拡張し，確率安定性解析により階層化を示す．
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1. はじめに

近年，地方都市の産業空洞化や東京一極集中など，産

業構造の複雑な変化に対して，様々な地域都市政策が

実行されている．このような政策を分析する上で，産

業構造の変化等を考慮した立地モデルが求められてい

る．尤もらしい定量モデルを開発するための最低要件

は，現実の都市空間で観察される規則性の再現である．

多くの国や地域において実証的に確認されている規則

性の例として，都市規模の頻度分布がべき乗分布に従

うという Rank Size ruleが挙げられる．また，近年の

研究では，各産業が成立する都市数とその平均人口規模

の対数線形関係であるNumber-Average Size rule(NAS

rule) 1) が示されている．特に NAS ruleは，日本の産

業データにおいて非常に頑健な規則性を有している．し

かし，今挙げた全ての規則性を同時に示す立地モデル

は存在しない．

これらの全ての規則性を再現するためには，都市の

階層原理が重要である．都市の階層原理とは，大都市

の産業は小都市の産業を部分集合として含むという原

理である (e.g., Christaller 2), Lösch 3))．階層原理もま

た，現実の都市で観察される規則性の 1つであるが，特

に空間に関する情報を含んでいる．階層原理が再現さ

れることで，都市によって異なる産業数が実現し，都

市規模が変化しうるため，Rank Size rule等の再現に

も発展しうる．さらに，階層原理とNAS ruleをともに

満たすならば，Rank Size ruleも満たすことが示され

ている 1)．したがって，階層原理を示すモデルの開発

が，階層原理，NAS rule，Rank Size ruleの全規則性

を再現するモデルの開発につながる．

近年，新経済地理学 (NEG)分野において階層原理の

再現が試みられているが，階層原理を示すためのモデル

の条件は未解明である．Fujita et al. 4)は，連続空間・

多産業 CPモデルにおいて総人口が増加する状況下で

産業構造が階層化することを示した．しかし，数値計

算により均衡解を示すのみであり，またモデルが複雑

なため，各産業の集積分散メカニズムが不明瞭である．

Tabuchi and Thisse 5) は，離散空間・多産業 CPモデ

ルにおいて，輸送費用の低下に伴う均衡解の分岐によ

り階層化を示したが，Fujita et al.と同様にメカニズム

が不明瞭である．高山・赤松 6)は離散空間・コミュニ

ケーション外部性を考慮した多産業立地モデルにおい

て，解析的に階層化を証明している．しかし，4立地点

2産業の証明にとどまるため限定的である．また，均衡

解の局所安定性を議論しているが，局所安定解は複数

存在しうるという問題がある．

しかし，近年の理論研究により，集積の経済を考慮

した立地均衡モデル (以下，集積経済モデルと呼ぶ)の

集積分散メカニズムの知見が蓄積されてきた．後述す

るが，これらの知見から，以下の条件を満たすモデル

ならば階層原理を再現しうるという仮説が得られる：

1) 空間距離に依存する分散力の存在，

2) 産業ごとに異なる空間スケールの設定，

3) 産業間の集積力の存在．

1)によって各産業の企業の安定均衡解が多峰パター

ンを示し，2)の設定から産業ごとに異なる集積間隔が

生じる．そして 3)の産業間相互作用によって，各産業
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が同期するために大都市において全産業が集積し，階

層原理を再現しうると考えられる．

本研究の目的は，以上の仮説を証明することである．

本研究では，上記の性質をもったミクロ経済学的基礎の

ある多産業立地モデルの具体例を示し，このモデルが

階層原理を再現することを示す．具体的には，高山・赤

松 6)の企業間の空間競争を考慮した Social Interaction

モデルを多産業に拡張する．以下，拡張したモデルを

多産業 SISCモデルと呼ぶ．多産業 SISCモデルは複数

均衡が生じうるため，大域的に唯一な均衡解の選択手

法である確率安定性解析 8)を適用する．解析の際には，

ポテンシャル・ゲームの性質を利用する．

本稿の構成を以下に示す．第 2章では，多産業立地

モデルを一般的な形式で定義し，上記の仮説について

詳細を説明する．第 3章では，仮説の条件を満たすモ

デルの具体例として多産業 SISCモデルを示し，詳細な

関数形を定義する．第 4章では，多産業 SISCモデルを

ポテンシャル・ゲームとして解釈する．また確率安定

性を定義し，ポテンシャル・ゲームの性質を利用する

と容易に解析が実行可能であることを示す．第 5章で

は，確率安定解の特定方法を説明する．第 6章におい

て，数値計算により産業構造が階層化するという結果

を示す．最後に，第 7章で結論と今後の展望を述べる．

2. モデルの基本設定と仮説

本章では，階層原理を再現しうる最小構成の多産業

立地モデルを示す．そのために，まず一般的な形式で

多産業立地均衡モデルを定義する．そして，階層原理

を再現しうるモデルの仮説を示す．これは，条件を満

たす場合に詳細な関数形によらず階層原理が頑健に成

立すると予想されることを示すためである．

(1) 基本設定

離散なK 個の立地点が存在する都市を想定する．立

地点の集合を K = {0, 1, ...,K − 1}とする．立地点間
の空間距離構造を，空間割引行列D = [dij(ϕ)]によっ

て表現する．dij ∈ (0, 1)は立地点 i, j 間の空間的な相

互作用の強度を示す．また，ϕは交通費用であり，輸送

技術の水準を表現する．

立地主体は I種類の産業に分類される企業である．産

業の集合を I = {0, ..., I − 1}とし，産業 i ∈ I の総企
業数は一定数N (i)とする．産業 iの企業の空間分布を

n(i) ≡ (n
(i)
k )k∈K ≥ 0と表現する．全産業の企業分布は

n ≡ (n(i))i∈I とする．

企業は自らの利潤を最大化するように立地点を選択

する．企業分布 nを所与とした場合に各立地点におい

て産業 iの企業が得る利潤を Π(i)(n) = (Π
(i)
k (n))k∈K

とする．全産業の利潤はΠ = (Π(i))i∈I と表現する．

(2) 均衡条件

多産業立地モデルの均衡状態は，以下の条件が同時

に満たされた状態である：Π∗(i) −Π
(i)
k (n) = 0 if n

(i)
k > 0

Π∗(i) −Π
(i)
k (n) > 0 if n

(i)
k = 0

∀k ∈ K, i ∈ I

(1)∑
k∈K

n
(i)
k = N (i) ∀i ∈ I (2)

ここで，Π∗(i) は内生的に決定する均衡利潤である．

式 (1)は企業の立地選択に関する無裁定条件である．

各産業において，企業が立地選択に関して均衡状態に

あるならば，どの企業も立地点変更の動機を持たない．

式 (2)は各産業における企業数の保存則である．

(3) 階層原理を再現しうるモデルの仮説

階層原理を再現するためにはまず，各産業において

企業分布が多峰パターン (i.e., 複数都心)となる均衡解

を示す必要がある．なぜなら，モデルの均衡解が単峰

パターン (i.e., 単一都心)または分散状態では階層原理

は生じ得ないからである．

モデルの安定均衡解の性質は，モデルの利潤関数に

依存する．まず，これまで提案されてきた集積経済モ

デルは，モデルの利潤関数に集積力，局所分散力，大域

分散力に対応する項が存在することが知られている 9)．

ここで，集積力とは分散状態の不安定化を意味し，集

積の経済を指す．一方，分散力とは分散状態の安定化

を意味し，集積の不経済を指す．空間距離に依存する

分散力を大域分散力，依存しない分散力を局所分散力

と呼ぶ．

そして，モデルの利潤関数に大域分散力が存在する場

合に，立地主体の安定均衡解が多峰パターンを示す 9)．

大域分散力が存在しないならば，モデルの均衡解は単

峰パターンまたは一様分散パターンを示し多峰パター

ンにはならない．したがって，階層原理を示すためには

モデルの利潤関数に大域分散力を要する．具体的には，

集積経済モデルは利得関数の大域分散力，局所分散力

の有無により 3つのクラスに分類されており 9)，大域

分散力のみ存在するクラス I，大域分散力と局所分散力

ともに存在するクラス IIIのモデルを利用すればよい．

クラス I のモデルとして Krugman 11) や Pflüger 12)，

クラス IIIのモデルとして Tabuchi 13)などが挙げられ

る．本研究では，大域分散力と集積力のみで階層原理

を再現しうることを示すために，クラス Iのモデルを

採用する．

次に，階層原理を再現するためには，各産業の集積
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間隔が異なる必要がある．ここで，集積経済モデルで

は，交通費用 ϕ(i.e., 空間スケール) の変化に対して，

均衡解の分岐により，立地主体の集積間隔 (i.e., 空間

周波数) が変化することが知られている 9)．したがっ

て，産業 i の空間距離行列 D(i) ≡ [dij(ϕ
(i))] とおき，

ϕ(i) ̸= ϕ(j)∀i, j ∈ I とすれば，各産業における空間周
波数が変化する．すなわち，産業ごとに異なる空間ス

ケールを設定する必要がある．

最後に，階層原理を再現するためには，大都市にお

いて全産業が集積する必要がある．このためには，空

間周波数の異なる各産業が同期していることが重要で

ある．産業間に集積力を導入することによって，産業

間の同期が生じると考えられる．

したがって，階層原理を再現しうるモデルの最低限

の条件について，仮説が以下の形で与えられる．

仮説 1 (階層原理を再現しうるモデルの条件). モデル

が以下の条件を満たすならば，階層原理を再現しうる．

1) モデルの利潤関数に集積力と大域分散力のみが存在

する．すなわち，クラス Iに分類される集積経済

モデルである．

2) 各産業の空間割引行列がD(i) ≡ [dij(ϕ
(i))]で与え

られ，ϕ(i) ̸= ϕ(j)∀i, j ∈ I である．すなわち，産
業ごとに異なる空間スケールが設定されている．

3) 産業間に集積力が存在する．

3. 多産業 SISCモデル

本章では，仮説の条件を満たす具体例を示す．高山・赤

松による企業間の空間競争を考慮したSocial Interaction

モデル 7)を多産業に拡張する．多産業 SISCモデルは，

高山・赤松 6)によるモデルの産業間相互作用の非対称性

の仮定を取り除き，地代を考慮しない場合に相当する．

(1) 企業の利潤関数

全ての企業は，都市内の全ての企業とのコミュニケー

ションにより，価格一定の財を一定量 q 生産すると仮

定する．企業は産業ごとに異なる 1種類の財を生産す

る．財の価格が p = 1となるように生産量の単位を基

準化すると，産業 iの企業の利潤最大化行動は次のよ

うに表される：

max
k

Π
(i)
k =

∑
j∈I

q
(i)
jk − T

(i)
k . (3)

ここで，T
(i)
k は立地点 k にいる産業 iの企業の企業間

のコミュニケーションに必要な交通費用である．この

交通費用は，立地点 k, l間の距離抵抗 dklにより次のよ

うに定義される：

T
(i)
k ≡

∑
j∈I

∑
l∈K

d
(i,j)
kl n

(i)
l . (4)

距離抵抗 dkl は，指数型の関数形を仮定する：

d
(i,j)
kl ≡ µ(i,j){1− exp[−τc(k, l)]}, (5)

ここで，c(k, l)は立地点 i, j間の距離，τ は交通費用の

大きさを表すパラメータである．また，µ(i,j) は産業 i

の企業に必要な産業 j の企業とのコミュニケーション

費用の大きさ (e.g.,頻度)を表すパラメータであり，産

業間の相互作用の違いを表す．

次に，多産業 SISCモデルでは大域分散力の導入のた

め，消費者の行動を内生化し，企業間の空間競争を考

える．消費者は，立地点間を移動せず，各立地点に均等

に一定人口m存在する．各消費者は，交通費用 τc(k, l)

に従い，各産業の財を購入する立地点 kについて logit

型の選択を行う．このとき，立地点 k における立地点

l，産業 iの企業の財の需要量は以下のように表せる：

q
(i)
kl =

exp[η(i)τc(k, l)]∑
d∈K n

(i)
k exp[η(i)τc(k, d)]

m (6)

ここで，η(i) ∈ [0,∞)は消費者の異質性を反映したパ

ラメータ (e.g., 消費者が財を購入する立地点の遠さ)で

ある．

以上より，立地点 k での産業 iの利潤関数は，定数

項を除くと次のように表される：

Π
(i)
k =

∑
l∈K

q
(i)
lk +

∑
j∈I

µ(i,j)∆
(j)
k , (7)

∆
(j)
k ≡

∑
l∈K

n
(j)
l exp[−τc(k, l)]. (8)

利潤関数をベクトル表記するために，空間割引行列

D, D̂(i) を導入する．この行列は，k, l要素 dkl, d̂
(i)
kl が

それぞれ

dkl ≡ exp[−τc(k, l)] (9)

d̂
(i)
kl ≡ exp[−η(i)τc(k, l)] (10)

で与えられる行列である．

以上より，利潤関数は

Π(i)(n) = mD̂(i)T(diag[D̂(i)n(i)])−11+
∑
j∈I

µ(i,j)Dn(j)

(11)

となる．

第 1項に空間距離に依存した分散力，第 2項に集積

力が導入されていることがわかる．このモデルはクラ

ス Iに分類される．

さらに，η(i) ̸= η(j)∀i, j ∈ I とした場合，大域分
散力に産業ごとに異なる空間スケールが設定される．

η(i) は消費者の異質性パラメータであるが，式 (9) よ

り交通費用パラメータ τ を定数倍することに対応する．

ϕ(i) = η(i)τ とおくことで仮説と対応づけられる．

そして，第 2項の集積力において，産業間の集積力

が含まれている．
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4. 確率安定性とポテンシャル・ゲーム

以降では，多産業 SISC モデルの均衡立地パターン

を分析し，階層原理を再現するか証明を行う．多産業

SISCモデルでは複数の均衡解が生じ，また実現可能性

の低い不安定解が含まれるため，均衡選択を要する．安

定性の概念として局所安定性が挙げられるが，局所安

定解も複数存在しうる．そこで本研究では，大域的に

唯一な均衡解が選択可能な確率安定性を採用する．確

率安定性解析は，ポテンシャル・ゲームの性質を利用

し容易に実行できる．確率安定性解析の手法は Osawa

and Akamatsu 14)や山口・赤松 8)を参考にする．ポテ

ンシャル・ゲームや確率安定性の詳細な定義は以上の

文献を参考にされたい．

本章では，まず (1) で多産業 SISC モデルをポテン

シャル・ゲームとして表現する．(2)において確率安定

性を定義し，(3)において確率安定状態とポテンシャル

関数の関係を説明する．

(1) 多産業 SISCモデルのポテンシャル・ゲーム表現

ポテンシャル・ゲームとは，利得関数のベクトル場

にポテンシャルが存在するモデルである．

多産業 SISCモデルでは，µ(i,j) = µ(j,i) の場合 (i.e.,

産業間の相互作用が対称の場合)，利潤関数のベクトル

場のヤコビ行列が対称となるので，ポテンシャル・ゲー

ムとして解釈可能であり，以下の命題が得られる：

命題 1. µ(i,j) = µ(j,i) ならば，多産業 SISCモデルの

空間均衡状態は，企業分布 n ≡ [ni
k]の変数を持つ最適

化問題の解と一致する：

max
n

Z(n) =

∮
0→n

Π(ω)dω (12)

=
∑
i∈I

(m
∑
k∈K

log(
∑
l∈K

d̂
(i)
kl n

(i)
l )

+
1

2

∑
j∈I

µ(i,j)
∑
k∈K

∑
l∈K

dkln
(i)
k n

(j)
l ) (13)

s.t.
∑
k∈K

n
(i)
k = N (i) ∀i, n

(i)
k ≥ 0 ∀k, i (14)

ここに，Π ≡ (Π(i))i∈I である．Sandholm 15) によ

ると，モデルの均衡条件を満たす集合は，ポテンシャル

最大化問題の Karush-Kuhn-Tucker条件を満たす状態

の集合と一致する．この証明は付録 1に示す．

(2) 確率安定性の定義

まず，確率安定性の定義のために，確率的進化ダイ

ナミクスを考える．これは，モデルの状態空間を離散

化し，エージェントが確率的に戦略を変更すると考え

た状況下でのダイナミクスである．マルコフ連鎖で表

され，このマルコフ連鎖がエルゴード的であるならば，

定常分布が一意に定まる．

図–1: 円周都市

次に，確率安定性を定義する．確率的進化ダイナミ

クスの定常分布における企業分布 nが実現する確率を

πn とする．確率安定状態 n∗ は，ダイナミクスの確定

的極限，連続的極限をとったときの定常確率が πn∗ > 0

となる状態と定義される．

(3) 確率安定状態とポテンシャル・ゲーム

一般的な集団ゲームでは，起こりうる全ての状態を

列挙しその定常確率を求める必要があるため，確率安定

状態の特定は困難である．しかし，ポテンシャル・ゲー

ムであれば，Sandholm 15)，Wallace and Young 16)に

示されている次の定理を利用した解析が可能である．

定理 1 (確率安定性とポテンシャル・ゲーム). ポテン

シャル関数Zをもつポテンシャル・ゲームを考える．状

態 x ∈ X がポテンシャル関数 Zを大域的に最大化する

ならば，状態 xは確率安定である．

均衡解が列挙可能なポテンシャル・ゲームであれば，

定理 1より，ポテンシャル関数を最大化する状態が確

率安定解であると特定可能である．

5. 確率安定解の特定

本章では，確率安定性解析を多産業 SISCモデルに適

用する．確率安定性解析では，まず均衡解の列挙を行

い，各均衡解のポテンシャル関数値を計算する．そし

て，ポテンシャル関数値が最大となる均衡解を確率安

定解とする．解析の準備として，(1)において円周都市

を仮定する．次に (2)において，多産業 SISCモデルの

場合に列挙する均衡解を説明する．そして (3)におい

て，確率安定解の特定アルゴリズムを説明する．

(1) 空間設定

以降の解析では，図–1に示す円周都市を仮定する．都

市構造による外生的要因の影響を取り除けるため，モ

デル自体の持つ本質的な特性を調べることが可能にな

り，また，均衡解の列挙も容易となる．円周都市におけ

る立地点 i, j間の距離 c(i, j)は，次のように表される：

c(i, j) ≡ (2π/K)min{|i− j|,K − |i− j|}. (15)
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(a) 分散・分散 (b) 4 極・4 極 (c) 2 極・2 極 (d) 1 極・1 極

図–2: 自明解の例 (2産業 8都市)

(a) 2 極・1 極 (b) 4 極・1 極 (c) 8 極・2 極 (d) 8 極・4 極

図–3: 産業 0,1の極数が異なる対称集積パターンの例 (2

産業 8都市)

(a) 2 極・1 極 (b) 4 極・1 極 (c) 8 極・2 極 (d) 8 極・4 極

図–4: 非自明解の例 (2産業 8都市)

(2) 均衡解の列挙

まず，均衡解の列挙の準備として，対称集積パター

ンを定義する．対称集積パターンとは，対称性が見出

され，各産業において企業が存在する各立地点の企業

数が等しい集積パターンである．

本研究において，多産業 SISC モデルの均衡解とし

て，自明解と対称集積パターンに対応する非自明解を

列挙する．ここで，自明解とはモデルパラメータに依

存しない均衡解であり，そうでないものは非自明解と

呼ぶ．円周都市の場合，均衡解として基本的には自明

解の列挙を行う．なぜなら，既往研究で示されている

安定均衡解の大半は自明解 17) だからである．しかし，

多産業 SISCモデルの場合，産業間の相互作用のために

産業 0,1の極数が異なる対称集積パターンが自明解と

ならない．そのため，これらの対称集積パターンに対

応する非自明解を列挙する．

a) 自明解

多産業 SISCモデルにおいて，図–2に示すように，産

業 0,1の極数が等しい対称集積パターンは自明解である．

b) 対称集積パターンに対応する非自明解

図–3に産業 0,1の極数が異なる対称集積パターンを

示し，その対応する非自明解を図–4に示す．上位産業に

引き寄せられるように下位産業の企業分布が変化する．

これらの非自明解は進化ダイナミクスによって数値

的に算出可能である．進化ダイナミクスとは，進化ゲー

ム理論における均衡解への動的な調整過程である．

本研究ではロジット・ダイナミックを適用する．ロ

ジット・ダイナミックでは各企業が動的に利得に従い

ロジット型の立地点選択を行う．立地点 k を選択する

産業 iの企業の割合 P
(i)
k (n)は以下の式で与えられる：

P
(i)
k (n) ≡

exp[θ(i)Π
(i)
k (n)]∑

d∈K exp[θ(i)Π
(i)
d (n)]

. (16)

ここで，θ(i)は企業の異質性パラメータである．この選

択確率を用いて，ロジット・ダイナミックは以下の常微

分方程式で与えられる：

ṅ(i)(t) ≡ diag[N (i)1]P (i)(n(t))− n(i)(t), (17)

where P (i) ≡ [P
(i)
0 (n), P

(i)
1 (n), ..., P

(i)
K−1(n)]. (18)

ロジット・ダイナミックでは，企業の異質性パラメータ

が十分大きい場合 (θ(i) → ∞∀i ∈ I)に，ダイナミック
の停留点は均衡条件を満たし，かつ局所安定である 15)．

進化ダイナミクスは上記のように多くの場合常微分

方程式で表され，数値解法によって停留点を求めるこ

とが可能である．対称集積パターンを初期値とした進

化ダイナミクスの停留点が対応する非自明解である．

(3) 確率安定解の特定アルゴリズム

定理 1より，全ての均衡解のポテンシャル関数値を計

算し，ポテンシャルを最大化する均衡解を選択するこ

とで，確率安定解の特定が可能である．したがって，次

のようなアルゴリズムで確率安定解を特定可能である．

確率安定解の特定アルゴリズム

Step.1 モデルパラメータの入力 　

パラメータm, η(i), µ(i,j), N (i) を入力する．

Step.2 均衡解の列挙 　

対称集積パターンを列挙し，産業 0,1の極数

が等しいならばそのパターンを自明解とする．

そうでなければ，そのパターンを初期値とし

て進化ダイナミクスの停留点を数値的に求め，

非自明解とする．

Step.3 ポテンシャル関数値の計算 　

各均衡解のポテンシャル関数値を計算する．

Step.4 確率安定解の出力 　

ポテンシャルが最大の均衡解を確率安定解と

して出力する．

6. 数値実験例

本章では，第 2章の仮説の条件を満たし，クラス Iの

モデルである多産業 SISCモデルの確率安定解が階層原

理を再現することを示し，仮説を証明する．特に空間

スケールと立地パターンの関係性を明らかにするため，
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図–5: 確率安定解の分岐図

交通費用パラメータ τ を網羅的に変化させ，数値計算

によって，確率安定解を示す．本研究では，2産業 16

都市の場合を示す．

各産業において，消費者の財購入地点の選択の異質

性が異なる場合 (η(0) = 1.0, η(1) = 0.5)を想定する，す

なわち，産業 0の財よりも産業 1の財の方が消費者が

遠くの立地点で購入しやすい．産業 0について空間ス

ケールを 0.5倍することに対応する．その他のパラメー

タを m = 16.0, µ(0,0) = µ(1,1) = 1.0, µ(0,1) = µ(1,0) =

0.5, N (0) = N (1) = 8.0, θ(0) = θ(1) = 1000.0 と設定

する．

2産業 16都市のケースの多産業 SISCモデルの安定性

解析の結果を図–5に示す．縦軸に都心 k(i.e., 企業数が

最大の立地点)における各産業の企業の割合 n
(i)
k /N (i)，

横軸に交通費用 τ を取っている，

2産業 16立地点の場合には，階層構造が創発するこ

とが確認できる．まず，産業 0,1が 1極・1極の状態か

ら，交通費用 τ の増加に伴い，産業 0が多峰パターン

に変化し，確率安定解が 1極・2極に変化している．そ

の後，解がさらに分岐し，最終的に分散・分散状態と

なる．

仮説の条件によって，階層原理が再現されている．ま

ず，均衡解が分岐し，各産業の集積間隔が異なってい

る．これは，モデルに大域分散力が存在し，かつ産業

ごとに空間スケールが異なるためである．そして，産

業間の集積力によって産業間の同期現象が生じ，大都

市において全産業が集積している．

7. 終わりに

本研究では，多産業立地モデルの利潤関数に空間距

離に依存した分散力，産業間の集積力が存在し，産業ご

とに空間スケールが異なるならば階層原理が再現され

ることを示した．クラス Iのモデルである多産業 SISC

モデルを定式化し，2産業 16立地点の特定のパラメー

タのケースについて確率安定解を数値実験により示し

た．そして，均衡解の分岐により階層原理が生じるこ

とが確認された．NAS ruleやRank Size ruleの検証の

ためには，より一般的な，多立地点 (e.g., 64,128都市)

や 3産業以上のケースにおいても階層原理が生じるか

調べる必要がある．

また，本研究では高山・赤松 7) の SISCモデルを拡

張し証明を行ったが，他の集積経済モデルにおいても

大域分散力の存在するクラスであれば，同様に階層原

理を再現しうると考えられる．利潤関数が異なる関数

形の場合の均衡立地パターンを分析し，頑健性を確認

することも今後の課題である．

付録 I 命題 1の証明

命題 1に示した最適化問題のKKT条件が 2.(2)の均

衡条件と等価であることを示す．式 (12) の最適化問題

のラグランジアン関数を以下のように定義する：

L(n,Π∗) = Z(n) +
∑
i∈I

Π∗(i)

(
N (i) −

∑
k∈K

n
(i)
k

)
(I.1)

s.t. ni ≥ 0,Π∗(i) ≥ 0 (I.2)

ただし，Π∗ ≡ [Π∗(i)]はラグランジュ乗数である．こ

のラグランジアン関数の 1階条件は，


n
(i)
k · ∂L

∂n
(i)
k

= 0

n
(i)
k ≥ 0, ∂L

∂n
(i)
k

≤ 0
∀i ∈ S, k ∈ K (I.3)

∂L

∂Π∗(i) = N (i) −
∑
k∈K

n
(i)
k = 0 ∀i (I.4)

where
∂L

∂n
(i)
k

=
∑
l∈K

q
(i)
lk +

∑
j∈I

µ(i,j)
∑
l∈K

dkln
(j)
l −Π∗(i)

(I.5)

である．ただし式 (I.5)の導出のために，µ(i,j) = µ(j,i)

を利用した．

式 (I.3)は企業の立地選択の空間均衡条件 (1)と一致

第 60 回土木計画学研究発表会・講演集

 6



する．式 (I.4)は企業の数量保存則 (2)と等価である．
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